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１ 市民の皆様・事業者の皆様への周知・啓発  

（１） 市民の皆様への周知・啓発 

① 新しい生活様式の徹底等の呼びかけ 

市民に向けて 

「新しい生活様式」を広く市民へ周知するため、市が有する広報媒体のほ

か、テレビやラジオ等、多様な媒体を活用し、広報を展開 

【市公式ホームページ、テレビ、ラジオ、ＳNＳ、動画配信（YｏｕＴｕbｅ）、 

ポスター掲示、防災行政無線、防災情報メール】 

市有施設において注意看板やポスター等を掲示し、感染防止対策の啓発

を実施 

患者の発生状況、感染症対策のお願いを記載した文書を、定期的に自治

会に配布 

外国人市民に向けて 

市有施設において、消毒、手洗いなど感染防止対策の徹底・周知を喚起

するため、多言語での文書の掲示に取り組む。 

ぎふメディアコスモス 多文化交流プラザの相談窓口に来られない外国人市

民のために、Ｓｋypｅ を活用した生活相談を継続 

英語 毎日 1０:００～12:００、13:００～1６:００ 

中国語 火、木、土 1０:００～12:００、13:００～1６:００ 

タガログ語 日～木 1０:００～12:００、13:００～1６:００ 

          金 14:００～1８:００ 

ポルトガル語 月 1０:００～12:００、13:００～1６:００ 

ベトナム語 日 1０:００～12:００、13:００～1６:００ 

市 ＨＰ 等にて、国・県から提供される多言語情報や周知が必要な市の情報を

多言語に翻訳し掲載することを継続 

② 誹謗中傷や差別防止に向けた啓発 

「新型コロナウイルス感染症に関連する人権への配慮について」を市 ＨＰ に

掲載するとともに、啓発資料「守ろう人権住みよい岐阜市号外」を作成し、市

内小中特別支援学校及び市立幼稚園、市岐商、児童生徒が出入りする公共

施設（体育館、青少年会館、中央図書館等）へ資料を配布及び設置 

市内学校における感染者やその家族に対する ＳNＳ 上の誹謗中傷をはじめ、

噂やデマを拡散する事例に対し、市民に向けてさらなる啓発のため、広報ぎふ

（９月１日号）に掲載 
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＜「コロナ社会」での生活について＞ 

○ 「人との距離確保」「マスク着用」「手洗い」「３密の回避」の習慣化

人との距離の確保 

職場や外出先でのイスや行列等では、人との距離を確保。 

（できるだけ２ｍ。最低１ｍ） 

在宅勤務や時差出勤を活用 

外出時の予約の活用 

マスクの着用 

仕事や買い物などで外出するときは、熱中症に注意しつつマスクを着用 

手洗いの励行 

帰宅したときや、不特定多数の触れる部分に触った後は、必ず手洗い・自

らの体調管理の徹底・検温をはじめ、自らの体調確認を心がけ、体調不

良の場合は、無理をして外出・出勤しない。 

高感染リスクが高まる３つの条件（密閉空間・密集場所・密接場面）が揃う

場（注）には、近づかない。 

（注）ナイトクラブ等接待を伴う飲食店、スポーツジムなど呼気が激しくなる室内運動の場 

など、感染の恐れが高い場所は特に注意 

○ 感染リスクの高い場や行動は避ける

閉め切った空間、大人数での酒類を伴う飲食・会食・カラオケ、マスクを外

しての人との接触などは避ける。 



4 

「新しい生活様式」の実践例 

出典：新型コロナウイルス感染症専門家会議 

「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2０2０ 年 ５ 月 4 日） 
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（２） 事業者の皆様への協力依頼 

① 業種別ガイドライン、岐阜県行動指針の徹底 

業種別ガイドラインや県の「コロナ社会を生き抜く行動指針」参考 2

（Ｐ42～）を参考に、岐阜市 ｗｉｔｈ コロナあんしん追跡サービス等も活用し

ながら感染防止対策を実行されるよう、あらゆる機会を用いて周知する。   

また、感染防止対策を実施した店舗では、「ｗｉｔｈ コロナステッカー」や

「新型コロナ対策実施中！ステッカー」を掲示し、感染防止の徹底の自己

宣言と利用者への注意喚起を行うよう、呼びかけていく。 

② 働き方の新しいスタイルの実践 

国の専門家会議で示された『「新しい生活様式」の実践例』（Ｐ4）を

参考に、これまでの働き方から、「コロナ社会」での働き方へ見直されるよ

う、あらゆる機会を用いて周知する。

＜「コロナ社会」での働き方について＞ 

○ 仕事場は密にならないよう一人ひとりの間隔を保持。また、頻繁に換気を実

施 

○ 人と人が対面する場所は、アクリル板・透明ビニールカーテン等パーテーショ

ンを設置するなど遮断する措置を取る。 

○ 徹底した清掃・消毒を行う、ごみは密閉して廃棄するなど仕事場の衛生対策

に努める。 

○ 従業員のマスク着用、手指消毒の徹底 

○ 毎日、従業員の健康チェックの徹底 

○ 在宅勤務や時差出勤を取り入れる。また、オンライン会議を活用 

○ 来客等入場者には、マスク着用の徹底を求めるとともに、発熱や風邪症状が

ある方には入場を控えていただくよう感染防止対策を徹底 

with コロナステッカー 新型コロナ対策実施中 ステッカー 
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２ イベント、市有施設等の対応方針

（１） イベント等の取り扱い

市が単独で実施するイベントは、新型コロナウイルス感染症対策を優先的に実 

施していくため、9 月末まで中止することとしている。これ以降については、実施の 

必要性を判断した上で、開催にあたっては、県の指針参考２に基づいた感染防止 

対策を徹底する。 

また、各種講座の開催にあたっては、引き続き県の指針参考２に基づいた感染 

防止対策を徹底する。 

市が関与する実行委員会等主催者や民間団体等イベント主催者に対しては、 

イベント等の開催にあたり、県の指針参考２に基づいた感染防止対策を徹底する 

よう要請していく。   

（２） 市有施設の取り扱い

すべての市有施設は、「新型コロナウイルス感染症流行時における岐阜市行政 

機能の確保に関する行動計画」に基づいた感染防止対策を徹底する。 

また、市の催事施設は、県の指針参考２に基づいた感染防止対策を徹底する。 
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３ オール岐阜市役所での感染防止対策                                  

（１） 学校等の感染防止対策 

市立小学校、中学校 

手洗い・マスク着用の徹底を含め、十分な感染防止対策を実施 

健康チェックカード（土日を含む毎日の検温結果や風邪症状の有無を記

載）を校舎に入る前に確認、また家庭で検温を行っていない児童生徒には、

校舎に入る前に非接触型体温計で検温を実施 

学習指導員を８月２１日から雇用し、児童生徒一人ひとりの学習定着や学

校生活適応への支援を実施 

教室、トイレなど児童生徒等が利用する場所のうち、多くの児童生徒等が

手を触れる箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は、教職員等が消毒を実

施、８月２１日からスクール・サポート・スタッフを雇用し、教室内の換気や消

毒など、感染症対策に関する業務支援を実施 

岐阜特別支援学校（小学部・中学部・高等部） 

手洗い・マスク着用の徹底を含め、十分な感染防止対策を実施 

スクールバス車内での３密を避けるため、スクールバス４台を増便 

健康チェックカード（土日を含む毎日の検温結果や風邪症状の有無を記

載）を校舎に入る前に確認（スクールバス利用者はバス乗車前に確認）、

また家庭で検温を行っていない児童生徒には、校舎に入る前に非接触型

体温計で検温を実施 

教室、トイレなど児童生徒等が利用する場所のうち、多くの児童生徒等が

手を触れる箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は、教職員等が消毒を実

施、８月２１日からスクール・サポート・スタッフ（小学部、中学部）、教員業務

支援（高等部）を雇用し、教室内の換気や消毒など、感染症対策に関する

業務支援を実施 

市立幼稚園 

登園時の健康チェック、手洗い・うがいの励行、室内の換気、玩具等の小ま

めな消毒の実施などの感染予防対策を実施 

健康チェックカード（土日を含む毎日の検温結果や風邪症状の有無を記

載）を園舎に入る前に確認、また家庭で検温を行っていない園児には、園

舎に入る前に非接触型体温計で検温を実施 

教室、トイレなど園児等が利用する場所のうち、多くの園児等が手を触れる

箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は、教職員等が消毒を実施 
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岐阜商業高等学校 

手洗い・マスク着用の徹底を含め、十分な感染防止対策を実施 

健康チェックカード（土日を含む毎日の検温結果や風邪症状の有無を記

載）を校舎に入る前に確認、また家庭で検温を行っていない生徒には、校

舎に入る前に非接触型体温計で検温を実施 

教室、トイレなど生徒等が利用する場所のうち、多くの生徒等が手を触れる

箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は、教職員が消毒を実施、８月１７日

から教員業務支援員を雇用し、教室内の換気や消毒など、感染症対策に

関する業務支援を実施 

女子短期大学 

・ 夏休み期間中、毎日の検温等の体調管理と感染予防対策の徹底のほか、

サークル活動の合宿や多人数の懇親会を自粛 

・ 後期授業開始後も、通学前の毎日の検温による体調管理の徹底と、通学

時のバス内の混雑を避けるため、時差授業を実施する。 

・ 手洗い・マスク着用を徹底し、講義室内では格子状に座らせるほか、各講

義室や廊下に感染予防のチェックシートを掲示し、教員、学生が随時確認

を行う。また、パソコン教室や学生ホールのテーブルにパーテーションを設

置する。 

薬科大学 

・ 感染防止対策の基本（マスクの着用、手洗い、人との間隔確保、３密回避）

の実践を徹底する。 

・ 後期授業開始（１０月５日）に向け、学生に日々の体調等を「健康管理カ

ード」に記録させ、体調の自己管理の徹底を図る。 

・ 飛沫感染防止のため、食堂及び図書館の机上に、透明アクリル板のパー

テーションを設置する。 

市立看護専門学校 

・ 講義は講堂や広い教室を活用して学生間や教員との距離を保ち、演習や

グループワークなどではマスク着用に加え、フェースシールドやアイシール

ドなどの着用を義務づけて実施している。 

・ 臨地実習では、実習前２週間の体調および行動歴を紙面にて報告させて

事前に安全性を確認し、その都度実習先に連絡して了解を得ている。 

・ 学生、教員、来校者には、玄関で体温測定ならびに体調チェックを行った
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上で入館を許可し、昼休みにも体温測定ならびに体調チェックを実施して

いる。 

・ 休憩時間には実習室等を開放して、学生が利用できる洗面場所を増やし、

手洗いやうがいを徹底させている。また、ドアノブ等複数人が触れる場所

は頻回の消毒を実施している。 

（２） 保育所、放課後児童クラブ等の感染防止対策 

・ 受け入れ体制の整備や利用料への財政負担については、全面的支援を

県に求める。 

・ 保育所、放課後児童クラブでの様々なリスク低減に向けた取り組みとして、

登園時、登会時の健康チェック、手洗い・うがいの励行、室内の換気など

衛生管理の基本となる対策を継続して実施。保護者が安心して子どもを

預けることができる環境を確保 

・ 「健康チェックカード【改訂版】」（８ 月 ５ 日）により、児童、職員の健康管

理を徹底する。 

（３） 社会福祉施設等における感染防止対策

他県の大規模な施設内感染の発生事例を踏まえ改正された「感染・まん

延防止チェックリスト（県作成）」により、さらなる感染防止を徹底 

介護サービス事業所等における感染症発症時又は濃厚接触者に対応し

た場合のサービス継続支援事業を実施 

感染防止に必要な衛生用品等の購入費用について支援を継続 

（４） 市民窓口等における感染防止対策 

3 密の回避のため、市 ＨＰ に行政窓口や施設の混雑状況をリアルタイム

でお知らせする情報サービス「混雑ランプ」を配信 

住民票の発行などを行う各事務所において、自家用車内等で待機しても

らうことができるよう、ワイヤレスコールを導入し、密にならない待合スペー

スの整備と、窓口の規格に合わせたアクリル板の設置による飛沫感染防

止対策の徹底 
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（５） 職員の感染防止対策

勤務形態 

① 在宅勤務 

② 時差勤務 

12 パターンから選択できる時差勤務 

③ 勤務日の割振り 

勤務日の割振り変更により、週休日を土、日以外に設定 

④ その他 

休憩時間帯の拡大を継続 

（１１時１５分～１３時３０分の間で１時間） 

本庁舎地下食堂のレイアウトの見直し及び食事の提供時間の拡大を

継続 

（１１時１５分～１３時３０分） 

会議室を休憩場所として開放(明徳庁舎２階) 

（１２時～１３時） 

職員の意識の徹底 

家族も含めた、日常生活における「新しい生活様式」（Ｐ4）の実践 

     ※「人との距離の確保」、「マスク着用」、「手洗い」など 

出勤前の検温実施と体調がすぐれない場合の出勤停止 

所属長による所属職員の健康管理の徹底 

職員の健康自己チェックシートの作成及び所属における健康自己チェッ

ク済み確認表の作成 

職員の行動歴シートの作成 

職場の清掃・消毒及び換気の徹底 

（６） 自然災害発生時の感染症対策の強化 

避難所運営マニュアル（新型コロナウイルス感染症対策編）の 

市民（自主防災組織）への周知及び訓練の実施 

避難所における感染症対策実施のための備蓄の充実 

避難所としてのホテル・旅館等の民間施設の活用 

（７） 市民病院の診療体制 

新型コロナウイルス感染症対策を引き続き継続しながら 

病院内への入館規制を引き続き行う 
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外来については、過密対策を行いつつ実施 

入院については、面会禁止としたうえで実施 

手術、各種検査については、飛沫予防策を含む感染症対策を徹底したう

えで実施 

健康管理センター（健診事業）については、一部検査の制限を行いつつ

実施 



12 

４ 医療提供体制                                                

（１） 保健所の体制 

① 岐阜県・岐阜市クラスター対策合同本部の設置 

本市でクラスターが発生した際には、引き続き岐阜県と合同で積極

的疫学調査を実施し、早期終息を目指す。 

② 感染症対策課の設置 

８月３日付けで新設した「感染症対策課」において感染症対策に係

る施策を総合的・専門的に担う。感染症対策チームは、継続する。 

（２） 検査体制の拡充 

① 衛生試験所の検査体制 

１日あたり最大４０検体、必要に応じ最大６０検体／日の ＰCＲ 検査が

可能な状態を維持 

今後の検体の増加に対応できるよう必要な検査試薬を確保 

② 医療機関内検査の拡大 

ＰCＲ 法や ＬＡMＰ 法等を用いた検査を医療機関内で実施 

③ 市医師会との連携による「地域外来・検査センター」の設置 

岐阜市医師会と連携し、岐阜市民を対象とする「地域外来・検査セン

ター」を６月１５日に設置 

週２日から３日、１日当たり２０件程度の検査を実施 

（３） 宿泊療養施設の設置 

岐阜県は、岐阜圏域では、羽島市の「ＨＯＴＥＬ KＯYＯ」を 1 棟借り上げ、

2６５ 室を確保。患者搬送の際は、県保健所等が保有する移送車を利用

し、スタッフとして本市職員が対応 

（４） 患者の搬送 

患者搬送には、保健所の要請により消防本部の救急車で搬送 

（５） 医療従事者への物資の供給 

市内の医療従事者が求めるマスク等医療物資を購入して届ける活動とし

て「岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金」を受付中（５

月１日（金）～） 

※７ 月 31 日現在の寄附金総額：約 1,24０ 万円（１９６件） 

本市に対してご寄附いただいたマスク等（使途が決められてないものに 
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限る）について、医療機関に配布 

※８月３１日現在のマスク寄附枚数：約 134,５００ 枚 

【岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金と本市へのご寄

附を活用した各医療機関、団体等への物資供給実績（８月３１日時点）】 

〇延べ１８９の医療機関に医療物資を配布 

マスク：約 1８,０００ 枚 

サージカルマスク：約 3０,０００ 枚 

ニトリルグローブ：約 ５3,０００ 枚 

フェースシールド：4００ 枚 

アイソレーションガウン：６００ 枚 

消毒用アルコール：14０ 本 

〇施術所に約 24,０００ 枚のマスクを配布 

〇岐阜市医師会に 3０,０００ 枚のマスク、約 13,０００ 枚のサージカルマ 

スク、約 2５,０００ 枚のニトリルグローブを配布 

〇岐阜市歯科医師会に 2０,０００ 枚のマスクを配布 

〇岐阜市薬剤師会に 2０,０００ 枚のマスクを配布 
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５ 経済の再生                                                

（１） 経済再生・就労支援 

① 経済再生 

〇ぎふし新型コロナウイルス感染症対応資金  

売り上げ減少など経営が厳しくなっている中小企業を支援するため、実質

無利子無担保で融資を受けることが出来る市の融資制度を ５ 月 1 日から

創設。当初 3 年間の利子を全額補給。併せて、融資に要する原資も増額し

た。 

（※５ 月 1 日～融資限度額 3０,０００ 千円） 

（※６ 月 1５ 日～融資限度額 4０,０００ 千円） 

受付開始（５月１日）後、これまでに 1,9７2 件 約３３３億円の融資を実行 

（７月３１日時点） 

〇商店街イベント・集客プロモーション事業 

商店街組織等がにぎわい回復のために実施するイベント（県の決定 

を受けた）の開催に対し、上乗せ支援している。８月２０日より受付開始 

〇地域経済回復支援事業 

産業振興団体・商店街組織等が経済回復のために実施するイベント 

等に対し支援している。８月２０日より受付開始 

○広告宣伝支援事業補助金 

売り上げが減少している中小企業等に対し、販売促進等のために実 

施する広告宣伝に対し、1０ 万円を上限に支援している。 

受付開始（８月１４日）後、これまでに２０件申請受付（８月２７日時点） 

○バイローカル運動の推進 

コロナ禍により低迷している消費を喚起するため、市内で販売されている

ものを購入し、市内事業者を応援している。 

② 就労支援 

〇WＥＢ 版の合同企業説明会（ぎふ仕事フェア）の開催 

市主催の WＥＢ での合同企業説明会を開催する。 

（１０月１７日、２４日、２５日、３１日） 
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〇離職又は内定を取り消された方を対象とした職員採用試験の実施 

新型コロナウイルス感染症の影響で離職又は内定を取り消された方を対

象に、雇用創出として、求職活動をしやすい、パートタイムの会計年度任用

職員の採用試験を随時実施 

（２） 観光業の支援 

感染防止を図りながら落ち込んだ観光業の回復を図るため、市→県→全国と 

段階的に範囲を広げながら観光キャンペーンを実施し、需要喚起を促す。 

〇市民地元再発見宿泊キャンペーン事業 

市民を対象に、鵜飼や大河ドラマ館を含めた割引宿泊プランを造成し、地

元の魅力再発見を通じ、シビックプライドの醸成につなげる。 

７月４日から予約受付開始、宿泊対象期間は、７月４日から９月３０日まで。 

予約率は、約９８％（８月２７日現在）。 

〇県民モニター情報発信ツアー事業 

県内在住者を対象にモニターツアーを実施し、参加者の ＳNＳ 等による情

報発信や、アンケートの課題分析による観光資源の魅力向上を図る。 

９月１日から予約受付開始、実施期間は、９月２６日から１２月１２日まで。 

〇オンライン旅行会社を活用した観光需要喚起対策事業 

全国を対象にオンライン旅行会社が運営する宿泊予約サイトで市内宿泊

施設の宿泊割引クーポンを発行するキャンペーンを開催し、観光需要の

喚起を図る。 

感染状況を注視し、時期を見極め実施 

（３） 農林水産業の支援 

〇農作物の売上減少等への支援 

岐阜市農業再生協議会（事務局：農林園芸課内）が高収益作物次期作

支援交付金（国）の事業実施主体のひとつとなり、国への申請の取りまと

め等を随時実施している。 

〇畜産業者等への助言指導 

畜産業等の従事者に対して、感染防止に係る指導助言を実施している。 
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６ 教育体制の再整備                                               

（１） 学びの場の確保と安全対策 

市立小学校、中学校、岐阜特別支援学校（小学部・中学部・高等部） 

児童生徒一人ひとりの学習定着や学校生活適応への支援を実施するた

め、学習指導員を、適任者のいる学校を主として小学校２２校、中学校８

校に配置する。（８月２１日、小学校２２校、中学校４校に配置）

新型コロナウイルス感染拡大防止のための消毒作業等を担うスクール・

サポート・スタッフ及び教員業務支援員を、全小中学校、岐阜特別支援学

校に配置する。（８月２１日、小学校１８校、中学校３校、岐阜特別支援学

校に配置）

感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習を保障するために、全小

中学校、岐阜特別支援学校への必要な物品（消毒液や保健衛生用品等）

を整備する。

岐阜商業高等学校 

新型コロナウイルス感染拡大防止のための消毒作業等を担う教員業務

支援員を配置（８月１７日）

感染症対策等を徹底しながら、生徒の学習を保障するために、必要な物

品（消毒液や保健衛生用品等）を整備する。

女子短期大学、薬科大学 

高等教育の修学支援新制度の対象外である学生が、家計急変に伴い授

業料等の納付が困難になった場合の支援として、大学独自に授業料等を

減免する。 

その他の対策については、Ｐ８を参照 

市立看護専門学校については、Ｐ８を参照 

（２） 教育の ＩCＴ 化 

市立小学校、中学校 

新学年の教科書に準拠した授業動画を教員が作成し、４月２０日から

「YｏｕＴｕbｅ」岐阜市公式チャンネルで配信。５月末までに約２００本の動

画を配信し、現在も予習・復習等に活用、インターネットが利用できない場

合は授業動画 ＤＶＤ を貸し出す。 

岐阜市オンライン学習サービス「ｅ ライブラリアドバンス」を活用し、自宅の
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端末からドリル学習に取り組み、学習内容の定着が図れるようにする。 

文部科学省「GＩGＡ スクール構想」に沿い、市立小中学校のすべての児

童生徒を対象に、１人１台端末としてタブレットを導入し、オンライン学習等

の環境を整備する。 

岐阜特別支援学校（小学部・中学部・高等部） 

教職員が作成した「生活単元学習」動画を「YｏｕＴｕbｅ」岐阜市公式チャ

ンネルで配信しており、現在も活用

文部科学省「GＩGＡ スクール構想」に沿い、特別支援学校の児童生徒を

対象に、１人１台端末としてタブレットを導入し、オンライン学習等の環境を

整備する。

市立幼稚園 

私立を含む市内の幼稚園、子育て支援団体、大学等の協力を得て、家庭

での“学びにつながる遊び”を「YｏｕＴｕbｅ」岐阜市公式チャンネルで紹

介しており、現在も活用

岐阜商業高等学校 

生徒の家庭学習支援として、教師による確実な見届けと指導を行うため

に、教科書に基づく課題の指示と、４月２１日から学習アプリ「Mｏｏdｌｅ」

（ムードル）を利用した学習支援サイトを立ち上げ、生徒の学習支援状況

を把握しながら、生徒の理解を助ける動画を配信するなど支援体制の充

実を図っている。

学校の授業や家庭での学習を通して、個別最適化された学びの実現を

図るため、全生徒及び教員分のタブレット端末を導入し、オンライン学習

等の環境を整備する。

女子短期大学 

後期授業開始の９月２３日以降も、遠隔授業（オンライン講義）と対面授

業の併用を継続する。 

遠隔授業（オンライン講義）における学修環境を整えるため、経済的理由

で、パソコンを準備できず、機能制限のあるスマートフォンで受講する学生

に対して、ノートパソコンを貸し出す。 

受講者の多い対面授業の３密を避けるため、学内に無線 ＬＡN のアクセス

ポイントを整備し、複数講義室で受講を可能とするとともに、遠隔授業ソフ
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トの機能を活用した対面授業を行う。 

薬科大学 

後期の対面授業は、学生間の間隔を十分に確保して実施するため、１授

業について２つの教室を使用し、一方の教室での授業の様子を別の教室

に配信し、学生が分散して受講する体制とする。また、状況に応じて遠隔

授業への切り替えに対応できる体制を整える。 

市立看護専門学校 

・ 現在は３密とならない体制を整え、対面授業を行っているが、感染症拡大

状況に合わせ、遠隔授業（オンライン授業）も実施できる体制を整えてい

る。
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７ 「新たな日常」・社会経済の変容                                     

（１） 市民生活の維持・「新たな日常」への対応 

○住居確保給付金 

離職や廃業により住居を失った又は失うおそれがある場合に支給される

住居確保給付金について、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける

方を支給対象者に追加   

○ひとり親世帯臨時特別給付金  

子育てと仕事を一人で担う児童扶養手当受給世帯に対し、子育て負担

の増加や収入の減少に対する支援として、１世帯５万円（第２子以降につ

き３万円を加算等）を支給 

基本給付：2,７６4 世帯 ８/3 支給済み 

追加給付：８/3～現在受付中 

○ひとり親家庭等臨時特別応援金 

ひとり親世帯臨時特別給付金の対象とならないひとり親世帯に対し、１世

帯３万円の応援金を支給 

８/3～現在受付中 

〇水道料金及び下水料金の支払猶予 

新型コロナウイルス感染症の影響（り患、収入の減少、事業の休・廃業等

の理由）により、一時的に料金の支払が困難な方（個人・法人全て）に対

し、令和２年３月検針分から令和３年２月検針分について、奇数月検針の

方の支払いは令和３年５月２６日、偶数月検針の方の支払いは令和３年６

月２８日まで支払いを猶予 

※申請期限は、令和２年１２月２８日まで 

〇スマートフォン等を活用した市税等の納付 

キャッシュレス化の普及促進と納付方法の多様化による利便性の向上の

ため、スマートフォン等を使ったクレジットカード納付の導入及びスマホ決

済の促進 

〇テレワークの推進事業 

テレワークの導入は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のほか、働く

人のワーク・ライフ・バランスの実現、多様な人材の社会参画、企業の生
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産性の向上など様々な課題を解決できることが期待されている。テレワー

クの推進のため、テレワークプランとして日中に客室を利用するプランを

提供するホテル・旅館に対して補助を実施、市民はテレワークプランを利

用することで、利用料金の割引を受けられるよう対応した。 

１３のホテルが認定を受け８月１日より実施し、プランを提供中 

（２） 社会経済の変容 

〇市内中小企業のテレワークの推進 

岐阜市リモートオフィス（Nｅｏ ｗｏrｋ-Gｉｆｕ）を活用し、市内中小企業のテ

レワークを推進。テレワークの普及啓発のため、セミナーを開催する。（令

和２年９月１７日、１０月１５日） 

〇庁内デジタルトランスフォーメーションの推進 

① テレワーク環境 

庁内ネットワークに接続できるパソコン（１００台）による勤務 

② Wｅb 会議 

出先機関の職員、在宅勤務の職員、外部機関のメンバー等との会議が円

滑に測れるよう、Wｅb 会議の利用促進 

③ キャッシュレス決済 

現金に触れずに済むキャッシュレス決済を鵜飼観覧船乗船券の券売や市 

税等で実施 
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８ 緊急対策事業                                               

（１）「非常事態」総合対策（Ｒ2.５.６ 改定）における対策 

① 感染拡大防止対策及び医療提供体制の充実・強化 

● 検査体制の強化 ※６ 月追加補正減額

○ＰＣＲ検査機器の整備支援（国 1０/1０） 

     医療機関等における検査に必要な機器等の整備を支援  

  ※予算 保健所費 規模 1,７６０ 千円（一財 ０）   

● 感染拡大防止支援 

○医療機関への衛生用品配布等の支援（岐阜市単独） 

 医療従事者等の支援を図るため、ふるさと納税に新たに応援メニュー

「岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金」を創設し、寄附

を活用してマスク等の衛生用品を購入し、配布 

○福祉施設等における衛生用品等の購入支援等（保育園等国 1０/1０） 

                               ※障害福祉サービス事業所等（国 2/3、岐阜市 1/3） 

                               ※高齢者福祉施設等（岐阜市単独） 

   保育園、障害福祉サービス事業所等の福祉施設に対し、感染防止に必 

要な衛生用品等の購入を支援  

    併せて、岐阜市単独事業として高齢者福祉施設等に対しては、1事業所
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1０ 万円を上限に、衛生用品等の購入を支援  

   ※予算 子ども保育費   規模 ５3,５６６ 千円（一財 ０） 

          子ども支援費   規模 3,9５4 千円（一財 ０） 

          障害者総合支援費 規模 22,５００ 千円（繰入金 ７,５００） 

          老人福祉費    規模 1０2,６００ 千円（繰入金 1０2,６００） 

    私立保育園 1０６ か所、病児・病後児保育施設 ７ か所、母子生活支援施設 2 か所、 

障害サービス事業所等 33０ か所、高齢者福祉施設等 1,０2６ か所 

● 病床の確保 

○病床確保の支援（国 1/4、岐阜市 1/4、県 1/2）※６ 月追加補正減額

     新型コロナウイルス感染症患者の受入可能病床を確保するため、病 

床を空けた状態とする医療機関を支援（＠32,０００/日） ※国補助制度に県

単補助を上乗せ   

  ※予算 保健所費 規模 2５2,3８７ 千円（繰入金 ６4,29８） 

● その他 

○小中学校等における非接触型体温計の配備（幼：国 1０/1０、その他：岐阜市 1/2） 

     登校時に短時間で体温測定が行えるよう市立の幼稚園、小・中・高・特 

別支援学校に非接触型体温計を配備  ※配備数計 ７2 台 

      ※予算 保健体育費 規模 1,439 千円（一財 ７００） 

 ○放課後児童クラブ（国 1/3、県 1/3、岐阜市 1/3） 

     仕事を休むことが困難な家庭の児童を対象に、小学校の臨時休業等に 

伴う放課後児童クラブの開設を延長  

      ※予算 青少年育成費 規模 3０,７６６ 千円（一財 1０,2５６） 

※放課後児童クラブ 4６ か所（６ 月 1 日現在 119 教室開設） 

○ＩＣＴ教育推進（岐阜市単独） 

     中学校３年生を対象に家庭でのオンライン学習環境を確保するため、タ 

ブレット端末を導入   

※タブレット端末機器レンタル計 約 4,０００ 台 

※予算 中学校教育振興費 規模 ７５,919 千円（一財 ７５,919） 
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② 市民生活及び事業者への緊急支援 

● 市民生活への支援 

○特別定額給付金（国 1０/1０）  ※4/2７ 一部専決 111,1６８ 千円

      国民一人当たり一律 1０ 万円の特別定額給付金を支給 ※約 4０.9 万人を想定

      ※予算 援護費 規模 4０,9８７,914 千円（一財 ０） 

  ８ 月 1５ 日（当日消印有効）に申請受付を終了した。 

○子育て世帯への支援 

・臨時特別給付金（国 1０/1０） 

      児童手当の受給者に対し、児童 1 人当たり 1 万円の臨時特別給付金を支給   

      ※予算 子ども支援費 規模 4８５,６６６ 千円（一財 ０） 

      公務員以外の方については ６/1５ 支給済み 

      公務員については現在受付中、一部支給済み（合わせて 2８,499 世帯） 

※対象児童数 約 4.７ 万人を想定 

 ・岐阜市ひとり親家庭等応援金（岐阜市単独） 

      児童扶養手当を受給する世帯に対し、岐阜市独自の応援金（1 万円）を支給  

      ※予算 子ども支援費 規模 2７,５８9 千円（一財 249、繰入金 2７,34０） 

※対象世帯数 2,７31 世帯に ５/2７ 支給済

○就学援助（岐阜市単独） 

      学用品費や給食費等の援助を行う準要保護について、家計が急変し

た世帯も対象なるよう直近４か月の収入状況による認定基準を追加

（当初予算対応） 

○住居確保給付金（国 3/4、岐阜市 1/4）※５月補正【再掲】

      離職や廃業により住居を失った又は失うおそれがある場合に支

給される住居確保給付金について、新型コロナウイルス感染拡大

の影響を受ける方を支給対象者に追加     

      ※予算 援護費 規模 21,39６ 千円（繰入金 ５,349） 

○傷病手当金（特別調整交付金 1０/1０） 

      国民健康保険、後期高齢者医療制度の被保険者のうち、感染または

感染が疑われる被用者に傷病手当金を支給 （適用：令和 2 年 1 月～）

      ※予算 国保特会 規模 1０,０００ 千円 
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● 事業者への支援 

〇ぎふし新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 ※4/2７ 専決 2,34５,７００ 千円 

      売り上げ減少など経営が厳しくなっている中小企業を支援するため、実

質無利子無担保で融資を受けることが出来る市の融資制度を ５ 月 1 日

から創設。当初 3 年間の利子を全額補給。併せて、融資に要する原資も増

額 

（※５ 月 1 日～融資限度額 3０,０００ 千円） 

（※６ 月 1５ 日～融資限度額 4０,０００ 千円） 

○岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（県 1/2、岐阜市 1/2） 

      県の休業要請に応じて 4 月 1８ 日～５ 月 ６ 日までの間、全面的に協

力した事業者に対し、協力金を ５０ 万円支給した。 

    ５月２０日（当日消印有効）に申請受付を終了した。 

      ※予算 商工業振興費 規模 1,０００,０００ 千円（一財 1,０００,０００） 

 ○雇用調整支援金（県 1/2、岐阜市 1/2） 

      国の雇用調整助成金を活用した事業所を対象に、事業主負担分を補助し 

ている。 

      ※予算 労働諸費 規模 2０８,０００ 千円（一財 1０4,０００） 

○テイクアウト応援サイト開設（予備費執行） 

      頑張っている飲食店を支援するため、岐阜商工会議所、柳津町商工会

と連携し、テイクアウトを実施している情報サイト『ウチ店』を開設している。 

 ○ワンストップ経営相談窓口の設置（予備費執行） 

      事業者の多岐にわたる相談に迅速に対応するため、岐阜商工会議所

と連携し、会議所建物内において、会議所の経営相談や国の制度の受

付、市の融資認定受付などのワンストップ窓口を ５ 月 1 日から開設して

いる。 

● その他 

○市税及び国民健康保険料等の猶予、減免 ※補正予算なし

      収入が大幅に減少し、市税の納付が困難な方について、１年間納付を 

猶予し、猶予期間中の延滞金を免除。また、収入が減少した国民健康保 

険、介護保険、後期高齢者医療制度の被保険者に対して保険料を減免 
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（２） “ｗｉｔｈ コロナ”総合対策（Ｒ2.５.1７～） 

① 社会経済活動と感染拡大防止対策 

● 市民・事業者への感染拡大防止対策支援 

○事業者への感染拡大防止支援 ※５/1７ 専決

・周知啓発（岐阜市単独） 

「ｗｉｔｈ コロナ ステッカー」や行動指針の配布などにより感染拡大防 

             止を啓発するとともに、一部業種の事業者に、マニュアルの作成を促す 

             ※予算 商工業振興費   規模 ５,224 千円（一財 ５,224） 

・感染症対策支援金事業（岐阜市単独） 

店舗等における感染拡大防止対策を促進するため、５ 万円の支援金 

を給付した。６月３０日に申請受付を終了した。 

             ※予算 商工業振興費   規模 4５０,７５６ 千円（一財 4５０,７５６） 

○私立保育園、子育て支援施設等への感染拡大防止対策助成

           ・５/1７ 専決（岐阜市単独） 

私立保育園等に対し、手洗い場蛇口の自動水栓化やお昼寝用ベッド 

の導入を支援 

              ※予算 子ども保育費   規模 4８,329 千円（繰入金 4８,329）      
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           ・６ 月追加補正（国・県 1０/1０） 

私立保育園、子育て支援施設、病児病後児保育施設、母子生活支援 

施設等に対し、衛生用品や感染防止対策備品の購入を支援 

               ※予算 子ども支援費   規模６，５００千円（一財 ０）      

                      子ども保育費   規模５３，５００千円（一財 ０）      

           ・７月専決（県 1/２、岐阜市 1/２） 

私立保育園等に対し、空調換気機器の設置や施設改修を支援 

               ※予算 子ども保育費   規模２７，５００千円（繰入金１３，７５０）      

○介護サービス事業所等への事業継続支援（国 2/3、岐阜市 1/3） 

※６月補正

            利用者や職員に感染者が発生した介護サービス事業所等や、休業要 

請を受けた通所サービス事業所等に対し、消毒等の衛生対策や事業継続 

に必要な人員確保などの経費を支援 

            ※予算 老人福祉費   規模 13,７７７ 千円（繰入金 4,５93）    

○介護サービス事業所等への個室化改修支援（国 1０/1０） ※９月補正

            感染拡大を防止するため、多床室を個室化するための改修費用を支援 

            ※予算 老人福祉費   規模 2７,3８4 千円（一財 ０）    

○路線バス利用環境整備（岐阜市単独） ※９月補正

新しい生活様式に対応するため、路線バスにおける全国交通系ＩＣカ 

ードによる運賃精算が可能となるようなシステムの導入に係る経費を国 

の補助と合わせ支援 

              ※予算 都市建設総務費   規模 21,０００ 千円（一財 21,０００） 

○妊産婦の感染予防支援（予備費執行） 

            妊産婦の感染リスク低減のため、母子健康手帳交付時や産後訪問時 

などに、啓発パンフレットとともに衛生用品（マスク、アルコールハンドジェ 

ル）を配布 

○ｗｉｔｈ コロナあんしん追跡サービス（予備費執行） 

            店舗等において、感染者が発生した場合、来店者や利用者に対し接触 

の可能性を通知するＱＲシステムを整備している。 
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● 市民・事業者への「新しい生活様式」の定着 

○感染症対策特集パンフレットの作成・配布（岐阜市単独） ※５/1７ 専決

            日常生活の中で心がけが必要な「新しい生活様式」を広報するため、 

保存版パンフレットを作成し、市内全戸・全事業所に配布 

※予算 広報費   規模 3,５００ 千円（一財 3,５００） 

○テレビ・ラジオを活用した広報（岐阜市単独） ※６月補正

            「新しい生活様式」について、メディアを活用し継続的に市民に広報す 

るため、啓発番組を制作・放映（放送） 

            ※予算 広報費   規模 4,７39 千円（一財 4,７39） 

○テレワーク推進事業（岐阜市単独）※６月補正

            「新しい生活様式」の働き方実践例であるテレワークを推進するため、 

テレワークプランを提供する市内のホテルや旅館等を利用した場合に 

料金の一部を助成している。 

            ※予算 商工業振興費   規模 4,８００ 千円（一財 4,８００）         

● 市有施設等の感染拡大防止対策 

○公立保育所、児童施設等の衛生備品整備

           ・５/1７ 専決（岐阜市単独） 

            公立保育所の手洗い場蛇口の自動水栓化やお昼寝用ベッド、殺菌用 

ロッカーの導入など、衛生環境を整備   

            ※予算 子ども保育費   規模 ７1,2７５ 千円（繰入金 ７1,2７５） 

           ・６ 月追加補正（県 1０/1０、一部施設 岐阜市単独） 

公立保育所、児童館、幼児支援教室等において、衛生用品等を購入 

               ※予算 子ども支援費   規模７，５００千円（繰入金 1,０００）      

                      子ども保育費   規模１０，０００千円（一財 ０）      

子ども・若者総合支援センター費    規模４，４００千円（繰入金 4,4００）      

○市立学校の感染拡大防止対策 ※６ 月追加補正

           ・学校（幼小中高特）において、感染防止のための衛生用品等を購入 

                                   （国 1/2、岐阜市 1/2※幼稚園は国 1０/1０）      

               ※予算 小学校管理費        規模 ６８,５００ 千円（一財 34,2５０） 

                      中学校管理費        規模 3０,０００ 千円（一財 1５,０００） 
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                      特別支援学校管理費  規模 3,０００ 千円（一財 1,５００） 

                      高等学校管理費      規模 3,０００ 千円（一財 1,５００） 

                      幼稚園管理費        規模 1,０００ 千円（一財０） 

           ・学校（小中高特）において、感染防止対策をサポートするためのスクー 

ル・サポート・スタッフ又は、教員業務支援員を配置（国 1０/1０※報酬等） 

               ※予算 小学校教育振興費    規模 ８,８1８ 千円（一財６４７） 

                      中学校教育振興費    規模 4,41０ 千円（一財３２４） 

                      高等学校管理費      規模５１９千円（一財２） 

                      特別支援学校管理費  規模 1,3６０ 千円（一財４２） 

○ＩＣＴ教育推進（岐阜市単独）

           ・６ 月追加補正 

学校（小中特）において、家庭でのオンライン学習環境を確保するため、 

全ての生徒にタブレット端末を導入 

               ※予算 小学校教育振興費    規模23６,333千円（一財23６,333） 

                      中学校教育振興費    規模 ７2,9８７ 千円（一財 ７2,9８７） 

                      特別支援学校管理費  規模 4,７44 千円（一財 4,７44）      

           ・７月専決 

家庭でのオンライン学習環境を確保するため、市岐商において、全て 

の生徒にタブレット端末等を導入。 

短大においては、貸与用パソコン及び学内の分散学習のための、環境 

を整備 

               ※予算 高等学校管理費   規模１１，９１６千円（一財 11,91６）      

                      大学管理費       規模２７，９４６千円（一財 2７,94６）      

○特別支援学校スクールバス拡大（岐阜市単独 ※3 カ月分のみ国 1/2） 

※６月補正

            特別支援学校スクールバス車内における「３密」を避けるため、定員の 

半数で乗車できるようバスを増便 

            ※予算 特別支援学校管理費   規模 2０,５００ 千円（一財 1７,０８3） 

○図書館の感染拡大防止対策（岐阜市単独）

           ・５/1７ 専決 

中央図書館・分館及び５図書室に図書消毒機器を設置 
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               ※予算 図書館費   規模 3,８14 千円（一財 3,８14） 

           ・9 月補正 

インターネットを通じ図書が読める電子図書館サービスを整備 

               ※予算 図書館費   規模 ５,9０５ 千円（一財 ５,9０５） 

○地域間オンライン会議環境整備（岐阜市単独） ※７/31 専決

            地域の拠点となる地域公民館 ５０ 館にオンライン会議環境を整備 

              ※予算 市民協働推進費   規模 １，８７１千円（一財 1,８７1） 

○観光文化施設等サーマルカメラ導入 ※６ 月補正

                                          ※観光施設（国１/2、岐阜市 1/2） 
                                          ※文化施設（国１/２、岐阜市１/２） 
                                          ※コンベンション・スポーツ施設（岐阜市単独） 

            市内外から利用者が訪れる観光・文化施設等において、来館者の発熱 

等を効果的に検知し、感染拡大リスクの低減を図るため、赤外線サーマル 

カメラを導入 
            ※予算 観光振興費     規模  9００ 千円（一財 4５０） 
              コンベンション推進費  規模  4５８ 千円（一財 4５８） 

文化・芸術振興費     規模  4５８ 千円（一財 229） 
歴史博物館費        規模 1,129 千円（一財 ５６５） 
スポーツ振興費       規模 1,14５ 千円（一財 1,14５） 
科学館費            規模  9００ 千円（一財 4５０） 
観光特会            規模  １，１29 千円（一財５６５） 

○避難所備品整備（予備費執行） 

            新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ作成した避難所運営マニュア 

ルの運用に必要な、簡易型テントなどの資機材を整備 

○救急車両感染拡大防止対策（予備費執行） 

            救急隊員及び同乗者（家族等）の感染リスク軽減を図るため、救急車 

両にオゾン除染装置を導入 

● その他 

○分散登校時における牛乳等の提供（予備費執行） 

            学校再開から分散登校期間において、児童生徒の栄養補給の観点か 

ら、牛乳等を提供 
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○夏季期間の給食調理に係る環境整備（岐阜市単独） ※６月補正

            夏休みを短縮することに伴う、授業実施日の給食調理のため、調理業 

務を追加するとともに、労働環境を整備 

            ※予算 保健体育費   規模 9,０92 千円（一財 9,０92） 

○ひとり親家庭等相談体制の強化（国 1/2、岐阜市 1/2） ※６ 月追加補正

感染防止に配慮した相談支援体制の強化を図るため、テレビ電話やＳ 

ＮＳ等を活用した相談業務を、ひとり親家庭等就業・自立支援センターに 

委託 

            ※予算 子ども支援費   規模 34０ 千円（一財 1７０） 

○市税等クレジット収納の導入（岐阜市単独） ※９月補正

            市税や国民健康保険料等における、スマートフォン等を活用したクレジッ 

トカード収納を導入 

            ※予算 賦課徴収費   規模 1,６７2 千円（一財 1,６７2） 

② 医療提供体制の充実・強化 

●検査体制の強化等 

○地域外来・検査センター運営（国＋県 1/2、岐阜市 1/2） ※５/2７ 専決

            岐阜市民を対象にドライブスルー方式で行う「地域外来・検査センター」 

の運営を岐阜市医師会に委託 

            ※予算 保健所費   規模 2０,６７2 千円（繰入金 1０,33７） 

○医療従事者への医療物資の提供等（岐阜市単独） ※６月補正

            岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金を活用し、医療 

従事者に対するマスク等医療物資を提供 

            ※予算 保健所費   規模２０,５６４千円（寄附金２０，５６４） 

○ＰＣＲ検査物品の整備（国 1/2、岐阜市 1/2） ※６月補正

市が行うＰＣＲ検査に必要な物品等を整備 

            ※予算 保健所費   規模１２,０８４千円（一財６,０４３） 

○ＰＣＲ検査費用の負担（国 1/2、岐阜市 1/2） ※６月補正

            医療機関において保険適用によりＰＣＲ検査を受診した方の自己負担 

相当分を負担 
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            ※予算 保健所費   規模１０,１０７千円（一財５，０５４） 

●市民病院の医療提供体制の強化等（県 1０/1０） ※６月追加補正

○院内感染防止対策

            救急・周産期・小児医療の提供を継続するため、院内感染対策を講じ 

ながら診療体制の確保に必要な機器等を整備 

            ※予算 器 械 及 び備 品 費 、経 費   規模 12８,６６６ 千円（一財 ０）   

○高度医療向け設備整備

            感染症患者に高度かつ適切な医療を提供するため必要な設備を整備 

            ※予算 器械及び備品費   規模 ５3,０７4 千円（一財 ０） 

○医療従事者への慰労金の支給

            感染リスクと向き合い業務を行っている医療従事者やその他職員等に 

対し、慰労金を支給 

            ※予算 経費   規模 39６,８００ 千円（一財 ０） 

③ 回復に向けての支援 

●学びの応援 

○子どもの学び応援（岐阜市単独） ※５/1７ 専決

             保育所等の閉園、学校の臨時休業により登園、登校ができなかった 

           子どもたちへ、５ 千円分の図書カードを配布し、学びの応援を実施 

             ※予算 子ども保育費   規模 19,42０ 千円（一財 19,42０） 

                  3,８9６ 人配付済み（完了）       ※対象者数 約４千人を想定

                    教育事務局費   規模 1８７,149 千円（一財 1８７,149） 

※対象者数 約３．７万人を想定 

○学習指導員の配置（県 1０/1０※報酬等） ※６ 月追加補正

             学校の再開に伴い、市立小中学校の児童生徒の学習及び学校生活 

適応支援を図るため、学習指導員を配置 

            ※予算 小学校教育振興費   規模 ８,2７０ 千円（一財３３） 

                   中学校教育振興費   規模 3,００８ 千円（一財１２） 

○市立大学生への学修支援（岐阜市単独） ※５/1７ 専決

             オンライン講義や参考書の購入など、学生の学修環境を整えるため、 
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女子短期大学及び薬科大学の在学生に対し、1 万円の給付金を支給 

              ※予算 女子短期大学管理費  規模 4,91０ 千円（一財 4,91０） 

                     薬科大学管理費   規模 ７,６1０ 千円（一財 ７,６1０） 

●市民生活への緊急支援 

○住居確保給付金（国 3/4、岐阜市 1/4） ※６ 月追加補正【再掲】

             離職や廃業により住居を失った又は失うおそれがある場合に支給され 

る住居確保給付金について、申請件数の増加に伴い予算額を補正 

              ※予算 援護費   規模 39,4８9 千円（繰入金 9,８７3） 

○ひとり親家庭への支援

           ・ひとり親世帯臨時特別給付金（国 1０/1０） ※６ 月追加補正【再掲】

子育てと仕事を一人で担う児童扶養手当受給世帯に対し、子育て負 

担の増加や収入の減少に対する支援として、１世帯５万円（第２子以降 

につき３万円を加算等）を支給 

               ※予算 子ども支援費   規模 3５０,3８６ 千円（一財 ０） 

           ・ひとり親家庭等臨時特別応援金（岐阜市単独） ※７ 月専決【再掲】

ひとり親世帯臨時特別給付金の対象とならないひとり親世帯に対し、

１世帯３万円の応援金を支給 

               ※予算 子ども支援費   規模 １３，５７６千円（繰入金 13,５７６） 

○結婚新生活支援（国 1/2、岐阜市 1/2） ※７月専決

             コロナ禍での低所得者の若者の経済的負担を軽減し、結婚の後押し

を図るため、住宅取得等の費用を支援 

              ※予算 子ども支援費   規模 3０,1０9 千円（一財 1５,1０9） 

●事業者等への緊急支援 

○雇用調整助成金等申請にかかる支援（岐阜市単独） ※５/1７ 専決

             事業者が労働局へ提出する雇用調整助成金、緊急雇用安定助成金 

の申請書類作成を社会保険労務士等へ委任した場合、支払った手数 

料を助成している。 

              ※予算 労働諸費   規模 ６9,０５８ 千円（一財 ６9,０５８） 
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○雇用就労の促進（岐阜市単独） ※５/2７ 専決

              新型コロナウイルス感染症の影響により、就労の場を失った市民が、 

ハローワークを通じて市内事業所に就労した場合、労働者、事業主双 

方に奨励金を交付している。 

              ※予算 労働諸費   規模 2００,０００ 千円（一財 2００,０００） 

○市融資制度保証料補填金（岐阜市単独） ※６月、9 月補正

              市内中小企業者の資金需要が増加していることから、保証料補填金 

を増額した。 

               ※予算 金融対策費   規模６１０,０００ 千円（一財６１０,０００） 

○市融資制度（原資：岐阜市単独、事務費：国 1０/1０） ※9 月補正

              市内中小企業者の資金需要が増加していることから、貸付金の原資 

を増額予定。 

併せて、５月に創設した感染症対応資金の利子補給に関し、金融機 

関による代理申請に係る事務経費を支援している。 

               ※予算（原資） 金融対策費   規模 19５ 億円（一財 19５ 億円） 

                     （事務） 金融対策費   規模 3,4７1 千円（一財 ０） 

○バス事業者への支援（岐阜市単独） ※９月補正

コミュニティバス及び路線バス事業者に対し、新型コロナウイルス感 

染症の影響により、利用者が大幅に減少したことに伴う、運行経費を支援 

              ※予算 都市建設総務費   規模 2７2,０００ 千円（一財 2７2,０００） 

○障害児通所支援事業所等への支援（県 3/4、岐阜市 1/4）

※一部県 1０/1０ ※６月補正

              特別支援学校等の臨時休業に伴い、放課後等デイサービスなどの障 

害児通所支援事業所において生ずる追加的サービスや、事業所に対す 

る休業要請期間のサービス利用相当額を助成 

              ※予算 障害者福祉費   規模 ６,８８2 千円（繰入金 ７4０） 

○認定こども園等の保育料減免に対する支援（国 1/2、県 1/2）※６月補正

非常事態宣言に伴う臨時休園期間の保育料を、減免する必要がある 

認定こども園等に対し、減免相当額を補てん 

              ※予算 子ども保育費   規模 3５,4０８ 千円（一財 ０） 
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○就労継続支援事業所への支援（国 1０/1０） ※６ 月追加補正

就労継続支援事業所における、生産活動の再起に向け必要となる設 

備の整備や販路拡大に係る経費等を支援 

              ※予算 障害者総合支援費   規模 44,５００ 千円（一財 ０） 

○子ども見守り宅食事業者への支援（国 1０/1０） ※６ 月追加補正

学校等の休業や外出自粛など子どもの見守り機会が減少することで 

児童虐待のリスクが高まる中、食堂や子どもに対する宅食事業を行うＮ 

ＰＯ法人等に対し、ひとり親家庭の児童等への宅食に係る経費を支援 

              ※予算 子ども・若者総合支援センター費   規模 24,939 千円（一財 ０） 

○学校給食会への補助（国 3/4、岐阜市 1/4） ※６月補正

３月からの学校臨時休業期間中に提供を予定し、学校給食会が調 

達を行った未利用食材等にかかる費用について補助  

              ※予算 保健体育費    規模 2５,６７9 千円（一財 ６,99７） 

○施設休館に伴う指定管理者への支援（岐阜市単独） ※６月、9 月補正

              利用料金制指定管理施設における、施設の休館に伴う利用料金の 

減収等影響額を負担 

                      ※予算 コンベンション推進費 規模 11０,７６1 千円（一財 11０,７６1） 

                             観光振興費         規模 3６3 千円（一財 3６3） 

                             塵芥処理費         規模 ７０2 千円（一財 ７０2） 

                             労働諸費           規模 421 千円（一財 421） 

●回復支援 

○観光施設 Wｉ-Fｉ 環境整備（国 1/3※整備費のみ、岐阜市 2/3） ※６月補正

             観光客等の利便性向上を図るため、歴史博物館本館及び分館に、 

Wｉ-Fｉ 環境を整備し、観光客の利便性向上を図る。 

※予算 歴史博物館費   規模 2７9 千円（一財 22６） 

○観光キャンペーンの実施（岐阜市単独） ※６月補正

・市民地元再発見宿泊キャンペーン事業【再掲】 

市民を対象に、鵜飼や大河ドラマ館を含めた割引宿泊プランを造成 

し、地元の魅力再発見を通じ、シビックプライドの醸成につなげる。 

               ※予算 観光振興費   規模 3５,０００ 千円（一財 3５,０００） 
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・県民モニター情報発信ツアー事業【再掲】 

県内在住者等を対象にモニターツアーを実施し、参加者のＳＮＳ等に 

よる情報発信や、アンケートの課題分析による観光資源の魅力向上を  

図る。 

              ※予算 観光振興費   規模 12,2８７ 千円（一財 12,2８７） 

○キャッシュレス決済を活用した地域経済活性化事業（岐阜市単独）※７月専決

地域経済の回復を図るため、ＱＲコード等によるキャッシュレス決済を利 

用した利用者に、利用額の一定額をポイント付与することで消費喚起を図る。 

              ※予算 商工業振興費   規模 ８1０,０００ 千円（一財 ８1０,０００） 

○産業振興支援 ※７月専決

           ・商店街イベント・集客プロモーション事業（県 3/4、岐阜市 1/4） 

商店街組織等がにぎわい回復のために実施するイベント（県の決定 

を受けた）の開催に対し、上乗せ支援している。 

              ※予算 商工業振興費   規模 24,０００ 千円（一財 24,０００） 

           ・地域経済回復支援事業（岐阜市単独） 

産業振興団体・商店街組織等が経済回復のために実施するイベント 

等に対し支援している。 

              ※予算 商工業振興費   規模 4０,０００ 千円（一財 4０,０００） 

○広告宣伝支援事業補助金（岐阜市単独） ※７月専決

売り上げが減少している中小企業等に対し、販売促進等のために実 

施する広告宣伝に対し、1０ 万円を上限に支援している。 

              ※予算 商工業振興費   規模 1００,０００ 千円（一財 1００,０００） 

○農業 ６ 次産業化支援（県 1０/1０） ※９月補正

感染症の影響を受けた生産者が、農産物の高付加価値化を図るため 

６ 次産業化に取り組む経費を支援予定。 

              ※予算 畜産業振興費   規模 1,314 千円（一財 ０） 

（３） 今後の対策

        新型コロナウイルス感染症との戦いは、長期戦となることから、新型コロナウ

イルス感染症対策を最優先事項として取り組む。 
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参考 1 岐阜市における主な対応状況

１月 2７ 日 保健所地域保健課に相談窓口を設置 

2８ 日 第１回「新型コロナウイルス肺炎警戒本部会議」開催 

２月 3 日 中・南・北市民健康センターに相談窓口を設置 

岐阜市衛生試験所において新型コロナウイルスの検査開始 

13 日 第１回「新型コロナウイルス肺炎警戒本部幹事会」開催 

2６ 日 第１回「岐阜市対策本部会議」開催（2 月 21 日設置）

県内で初の陽性患者が発生 

2７ 日 第２回「岐阜市対策本部会議」開催（イベント等の開催方針）

2８ 日 第３回「岐阜市対策本部会議」開催（幼稚園、市立学校等の対応） 

保健所地域保健課の相談受付時間を変更（土日祝日も実施）

29 日 第４回「岐阜市対策本部会議」開催（市有施設の休館・一部停止）

３月 12 日 第５回「岐阜市対策本部会議」開催 

1７ 日 第６回「岐阜市対策本部会議」開催（感染症対策アクションプラン） 

岐阜市で１例目の感染者（ニューヨークからの帰国者）

1８ 日 第７回「岐阜市対策本部会議」開催 

23 日 第８回「岐阜市対策本部会議」開催 

24 日 第９回「岐阜市対策本部会議」開催 

31 日 第 1０ 回「岐阜市対策本部会議」開催 

ナイトクラブクラスター１例目の感染者が発生 

４月  2 日 第 11 回「岐阜市対策本部会議」開催 

3 日 第 12 回「岐阜市対策本部会議」開催 

第３回「岐阜県対策協議会」、第３回「岐阜県対策本部」 

県による[ストップ 新型コロナ ２週間作戦]の発信 

６ 日 第 13 回「岐阜市対策本部会議」開催（推進体制[感染症対策チー

ム]）

７ 日 国が新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を発出 

(５ 月 ６ 日まで：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及

び福岡県) 

飲食店クラスター１例目の感染者が発生 

８ 日 第１回「岐阜市対策本部会議」開催（特別措置法に基づく本部会議

の開催）

1０ 日 第２回「岐阜市対策本部会議」開催（岐阜市[非常事態]総合対策） 



37 

岐阜県、岐阜市が「非常事態宣言」発出 ※別添１ 

職場のクラスター１例目の感染者が発生 

11 日 市内感染者が５０例目を超える 

13 日 第３回「岐阜市対策本部会議」開催 

「岐阜県・岐阜市クラスター対策合同本部」設置 

14 日 第４回「岐阜市対策本部会議」開催 

1６ 日 政府が特措法に基づく緊急事態宣言の対象区域に岐阜県を指定

（特定警戒都道府県）

1７ 日 第５回「岐阜市対策本部会議」開催 ※別添２ 

2０ 日 第６回「岐阜市対策本部会議」開催 

23 日 感染症軽症者の宿泊療養施設利用開始（ＨＯＴＥＬ KＯYＯ）

24 日 第７回「岐阜市対策本部会議」開催（岐阜市[非常事態]総合対策の

見直し）

2７ 日 第８回「岐阜市対策本部会議」開催（新型コロナウイルス感染症緊急

対策） 

市長メッセージ発出（市民の皆様へ、こどもたちのみなさんへ）

2８ 日 市長メッセージ発出（大型連休に向けて）

５月  1 日 第９回「岐阜市対策本部会議」開催 

 4 日 国が５月 31 日までの緊急事態宣言の延長を決定 

５ 日 岐阜県、岐阜市が岐阜市内のクラスター終息を発表 

 ６ 日 第 1０ 回「岐阜市対策本部会議」開催 ※別添 3 

14 日 政府が緊急事態宣言の対象区域を全都道府県から ８ 都道府県

に変更、岐阜県は対象区域から外れる 

1６ 日 第 11 回「岐阜市対策本部会議」開催（新型コロナウイルスのある生

活のための岐阜市総合対策の決定） 

新型コロナウイルス感染症非常事態宣言を解除 ※別添 4 

2５ 日 政府が緊急事態解除宣言（全国） 

2６ 日 第１回「岐阜市対策本部会議」開催（特措法に基づく対策本部から、

任意設置の対策本部に変更）

６ 月 ５ 日 第２回「岐阜市対策本部会議」開催（経済対策チームの設置、新型コ

ロナウイルスのある生活のための岐阜市総合対策第 2 版）

６月２２日 第３回「岐阜市対策本部会議」開催 

７月２２日 第４回「岐阜市対策本部会議」開催 

市長より「4 連休を迎えるにあたって皆様へのお願い」を発出 ※
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別添５ 

７月３１日 第５回「岐阜市対策本部会議」開催 

岐阜県が第２波の非常事態を発出 

市長より「新型コロナウイルス感染症 第２波非常事態緊急対策も

「基本の徹底」」を発出 ※別添６ 

８ 月 3 日 「感染症対策課」を設置 

８ 月 ７ 日 第６回「岐阜市対策本部会議」 

市長より「今年の夏休み、お盆は新しいスタイルで過ごそう！」のメ

ッセージを発出 ※別添７ 

9 月 1 日 岐阜県が第２波の非常事態を解除 

岐阜県知事、岐阜県下全ての市町村長より「ストップ『コロナ・ハラ

スメント』宣言」 

＜別添１＞ 
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＜別添２＞ 

＜別添 3＞ 
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＜別添 4＞ 

＜別添５＞ 
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＜別添６＞ 

＜別添７＞ 
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